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高 裁［総数 1 ＿；~主（司法職｜ 備 考
ラージャスタン 11 7 4 
グ ジ ヤ ブ 一 ト 10 7 
ボ ン ＂＇ゃ会 イ 21 12 9 
ア リ 21 15 4 ｜残り 2名中 1名t主他高裁より， 1名は県裁判官経験者
パンジャーブ，ハリアーナー 19 9 10 
ヒマーチャル・プラヂーシ 1 司サc> 2 
ジャンム・カシミーノレ 5 3 2 
カ yレ 十 一 タ カ 14 7 7 
ケ 7 7 l:l 11 2 -, ーノ コ人 16 9 7 
アラハーパー 36 22 14 
ビ ノ、 ／レ 20 12 8 
jJ ノレ カ 、ソ タ :)9 29 10 
7 、2 ーサ ム fi 4 1 
オ 、P サ 日 6 2 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































I 、 ボンベイ：カルカッタ i デリー i I ｜九ノ）川ラプ｜アツサム！ i I ! -
パー ドラデーシュ｜ナガラント i I 
提 l原審註 , s,203 6,ss4 I 1,019 8，湖 j 3,342 I 4, 73,1 : 416 j 
I 内令状訴訟 1 s,101 6,1so I 1,026 sog I 631 ! 1,56s ・1
訴 1上訴昔｜ I 32,6羽 30,315 I 1,061 21,sso I 21,s1:i 1 12,191 i 11,111 ' 
件｜内民事｜ 弘 82:=l お，317' 587 15,851 I 19,729; 10,026 I 8,995 
数｜ 刑事｜凶17 L鰍 i 474 5，側 i 2,os4 ! 2,165 I 2,116 
l 総己｜今！ 40,843 36,899 I 2,140 29,938 2;;,155. 16,975 I 11,52 7 
机！原審計 I 1 7,622 i 7,7~1 I v 自2sI↓7,:=lO九！皐 4,53:=lI r 5.022 I ↓ 350 ~1 内令状訴訟｜ ！ 
理 1上訴計 ｜↓ 32,174 33,352 i ~ 997 ， ψ19,260 i ↓11,425 I i 1:i,nn I : 12,667 
件｜内 民 事 ll 19,2;)1 魚沼，232I↑ 601 ' l 14，側！↓ 1s,4141 i 10,486 I↑10,232 
｜ 刑事 I i 12, 943 了 4, 120 I ~ 396ψ5,252 i↓ 2,011 I i 2,s制 I T 2,435 
数｜総計！↓39,796* A 札 os3; : 1.s22 ↓乱563i↓川58I i 18,091 I 十川17j 
友｜原義 I 7 ,6白1Iι358  ＇.川 0 9,700 18, 
l内令訴訟； 1,s60 I 4,219, 1,9⑩7 1,254 1,446 4,051 ・ . I 
l I .1 訴， 56,681 ] 10,455 ; 2,541 27,367 56,70：日 9,781. J:J.7（、；， I 
，？；｜内民圭； 45,523 1 9,143 I 1’78焔 24,:-35:-l 53,654 8,576 i 叫s,nI 
h二｜ 刑事 I 11, 15s I 1,:n2 i 755 :i,014 3,o4<J 1,20s sn i 
末｜総；i+ I 札：M2i 1,1,81:i I 4,631 37,067 75,59::i 抗 07伊 13，則 i
（出所） High Courts Arr凶山 Committeε （1972), keport, N刊 Delhi,（〕ovt. of India Pre叫 1972, pp. 
（注） (1) ＊は上記資料に計算ミスがあるようなので修正したことを示す。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































435 I 8,589 I 1,25θ 
2:io I 8,357 I 1,215 
933 I 25,803 I 12,842 
652 I 25,494 I 8,907 
281 I 309 ! 3哩9:"15







































16,763 I 5,591 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































I szs,381 i 429,:,261 96,oss 
・13,848 41、552: 2,294 
l加，229 158,6・191133,580 
49.681 I 山 l21.470 
30,535 ! 19.133・ 11.402 


























































































































































































































































（注 1) Govt. of India, Central Statistical 
Organisation, Statistical-Abstract of India, 1970, 


















（注 3〕 The High Courts Arrears Committee 
(1972), Report, New Delhi, Govt. of India Press, 







ある。j と述べてし、る。 LawCommi日 ionof India, 
14th Report,: Reform of Judicial Administration, 
New Delhi, The Mana巨erof Publication, Vol 1, 








ンドの司法r~：機J （『アジア経済） 15をl¥; 1974年）号
参照のこと。
（注 6) Misra lζ よれば， 19311F以降201ド刊で，医
科大学わよび：仁科大’＇'f; の学生数は、それぞれ：~.5 {A＇お
よび 6f¥"！［仲rているのに対し，弘子科大学の学生数i土，
1.3併にしか併1,yていない。 M.isra,B. B., The Indian 
Middle Clι，ses, London, Oxford Univ. Press, 1961, 
p. 333. 
（注7〕 LawCommission of India, 14th Rφort . 
…， pp. 162ト163. なお域近の法学部学生の広務（：お.i1ftこ
関しては，Sunshine,1に B.and A. C‘Bermey,"Ba剖C
68 
Legal Education in India: An Empirical Study of 
Students Perspective at three Law Colleges”， 







A宮耳乱rwal,S. K. ed., Legal F.ducation in 正ndia♂ 










Law Commisison of India, 14th Report.、.., p.
165.このような問題(j：，弁護士数の利対的：な過剰によ
るものと考えられる。法律委員会によれば、 1958年当
時約7万5000人の弁務士がし、t: (197の年 3Fl ,l口現
犯では， 10ガ402人ルいわれる〕。これは，人「1100万
人向り 177人であり， 19布。q二の lJ;jょに台いては， 100万
人円り70人であったの法系の利Wi了考えて.7，てもかな
刊の数ヤあろ与のなお Galanter,Marc，“1、heStudy 
of tl日 IndianLegal Profession，” Law and So,ieえv
R,,1’iew, Vol. II, No. 2 (Feb. l 969), pp. 201-217 
参J問。この tうな状況をちえらと i:';l'.)t；容汽《のし
「 7定功ーする Bl みよそ ）~ っ t.： 高 j !-:U司 必ず： tそのf定力
によるのではな〈，その事手術）jの"it.によるのではたし、
かと勾えられるの ・j終lと3～5年間は i'-,i望4てとして生
日i乏i'引で Jな、 ιという m摘はちくの什iでfl:-'.l、ナ’e 糸
Jすの印象’ U, :. hiとt；え a・,1 lろのiI f~b\, iこれ滋（l'c・ ft 
,i［ゴ：t{i L －いろ行 lo•経済的 lと.，1，：守れてい乙行かてあ
ー今
イh
0±10〕 LawCommi，も；ionof lndia, 14th Re／’ort 




(11:12〕 LawCommission of India, 14th Report 

















いては，乱forrison,Charls，“Social Organisation at 
the District Courts, Coll巴agueRelationships among 
Indian Lawyers，＇’ Law and Society Review, Vol. 
II, No. 2, pp. 251 300 を参照のこと。







（ロニ16〕 Law Commission of India, 14th Report . 
. , pp. 78-81. もっとも，これは相対的なものであり，
他の発展途上国さらに 日本などよりも上位裁判官の社
会的な影響力は階段と高いように思われる。







ている。 Chagra,M. C., Rose in Dece1叫んr,Bomhay,
Bharatiya Vidya Bhavan, 1973, p. 122. なお Law















（注21) Law Commission of India, 14th Report . 




















りFarEastern Economic Review (26 Sept., 1975), 
pp. 21-22を参照のこと。
おわりに
以上，インドの裁判所の問題を，下位裁判所を
中心にして，比較的長期的な歴史的経過の中で検
討してきた。
69 
1977090072.TIF
そこで明らかされたことは，インドの裁判所制
度は，それが確立された当初から上位裁判所と下
位裁判所というまったく異質の二元構造を呈して
いたということである。前者に関しては，イギリス
の上位裁判所の理念・制度が比較的忠実に受け継
がれていたが，後者についてはインド高等文宮と
いうイギリス植民地行政官僚が，一方では高裁と
いう上位裁判所の構成員のー画を占め，他方－では
県裁判官，県マジストレートとして県レベルの民
事・刑事さらには治安・行政の中杭に位置し，より
下位のインド人裁判官・行政官僚を監督していた。
この意味においてもインドの下位裁判所はイギリ
スのそれとまったく異なっていたといえる。した
がって上位裁判所が，イギリスの輝かしい司法制
度の伝統を受け継いでいるとするなら，下位裁判
所はいわば植民地インドという影の部分をうけも
っていたといえるであろう。
独立後，インド高等文官制度は蕗止され，これ
とともに州レベルにおける司法制度は，高裁とい
う上位裁判所を頃点とするにいたり，下位裁判所
はこの裁判所のほぼ全面的な管轄下におかれた。
もっとも，上位裁判所と下位裁判所というニ元構
造は残され，前者はその構成・理念においてイギ
リス型の制度を維持し，後者は前者の監督に服す
る司法官慌群によって構成されている。
しかし，この二元構造は，現主転換期にさしか
かっているように思われる。とのことは高裁裁判
官中に占める上級司法職裁判官からの昇任の比率
の増加という現象，および今回の憲法改正にみら
れる「全インド司法職Jの構想、の中に看取しうる。
この底を流れるものを，独立後3Mドという時
間的経過の中で把えるとき，独立当初の，イギリ
ス型！の「司法悶家jの理念から「社会国家・行政
の理念、への国家主盟念の変容として説明しう
70 
るのではなかろうか。そしてこの変容は，植民地
体制からの離脱と，それに付随する社会・経済構
造およびそれを支える理念の急激な改変を余儀な
くされている発展途上国たるインドの現実からす
れば必然的であったということができょう。もっ
ともとのような転換の方向の是非についてはさま
ざまな議論があるであろうが，それについて言及
することは筆者の任ではなャ。
ただこのイギリス型の司法制度の現実・理念か
らの離脱の傾向は，独立後の社会変動の脈絡の中
で抱えなおされるべきであり，また本稿では検討
しえなかったこの制度を支えてきた弁護士制度，
法学教育さらに訴訟制度の検討を過して，より鮮
明に把えることができょう。
（経済協力調奈室〉
